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論　文　の　内　容　の　要　旨

　本論文は，大きく，太陽光発電システムに関する 2つの研究から構成されている。一つは，二酸化炭素排

出量の削減などの社会的要請に対する有効な手段であるとの認識に基づき，市街地における日影がもたらす

発電効率の低下を効果的に抑止する都市計画的方策の基本的条件の検討を行うことである。他の 1つは，現

状の割高な発電単価に対して補助金を含む導入費用に関するシステム導入要因分析を行うことである。本論

文は，これらの検討により，太陽光発電を普及・促進するための，基礎的データや理論的枠組みを明らかに

することを目的としている。

　本論は 5章から構成されている。

　1章では，太陽光発電システムの石油代替エネルギー源としての研究・開発の経緯や，二酸化炭素排出量

の削減等の社会的要請に対する普及方策の現状，市街地における建築物相互の日影が与える発電効率への影

響など，太陽光発電システムに関する特徴と問題点をとりまとめるとともに，既存研究について整理し，本

論文の目的を述べている。

　2章では，住宅地における異なる建物高さの混在が太陽光発電にとってどの程度非効率となるかを明示す

ることを目的に，中高層建物が周辺の戸建て住宅屋根での太陽光発電量にどれだけ影響を与えるのかを分析

している。分析の結果，太陽光発電のより一層の普及を図るためには，日影規制における冬至日照確保条件

では不十分であり，建築基準法に新たな指標を設ける議論の必要性を指摘している。

　3章では，2章の分析結果をふまえて，一定の発電量を確保しつつ住宅密度をどこまで高くできるかにつ

いて分析を行っている。分析対象市街地として中高層集合住宅団地を想定し，さらに住宅壁面での発電を考

慮した上で，一定の発電量を確保するための建物高さと隣棟間隔を求めている。分析の結果，壁面発電も併

用することが有効であることを示すとともに，建築物の方位の制御よりも壁面の太陽光発電利用率を上げる

ことが効果的であることを示した。

　4章では，地域的特性に応じた太陽光発電普及の可能性についてミクロ経済的視点を組み込んで議論して

いる。地域特性を表現するためにアロンゾ・モデルを拡張し，太陽光発電導入について付け値地代を用い

む
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て分析をしている。この結果，屋根自体が小さい都心部では普及が困難であることを示した。さらに，導

入費用及び電気料金などの変化が導入地域に与える影響を論理的に明らかにし，都心への普及のための施

策の方向性を探っている。

　最後に，5章では，第 2～ 4章の分析から得られた知見を総括し，今後の課題を述べている。

審　査　の　結　果　の　要　旨

　本論文は，建物形態と密度の相互作用が太陽光発電システムの発電効率に与える影響の分析や，地代モデ

ルに基づく地域間の太陽光発電システムの普及可能性の分析など，太陽光発電システム導入促進方策を都市

計画的視点から分析しており，太陽光発電の普及方策の検討に当たって新たな展開を目指す意欲的で適時性

を得た論文である。

　既存の形態規制との調和に関する具体的提言内容等については，今後，さらに検討を加える必要があるも

のの，建築物の形態規制について新たなコントロールの視点を提供するとともに，太陽光発電システムの普

及拡大においては，固定費用，可変費用，補助金等の条件と限界導入地点の関係を明らかにしており，基礎

的ではあるが新しい知見を得ている。

　本論文の主要な部分は，複数の審査つき学術誌に出版されている。以上の諸点を評価すると，本論文は本

学の博士号の水準に達しているものと認められる。

　よって，著者は博士（社会工学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。




